
 

 

   厚木市幼児２人同乗用自転車購入費助成金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、本市における自転車利用者の安全を図るため、幼児２人同乗用自転車

を購入しようとする者に対し、幼児２人同乗用自転車購入費助成金（以下「助成金」とい

う。）を予算の範囲内で交付すること（以下「助成事業」という。）について、厚木市補

助金等交付規則（昭和45年厚木市規則第５号）に定めるもののほか、必要な事項を定める

ものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 幼児 小学校就学の始期に達するまでの者をいう。 

(2) 幼児２人同乗用自転車 前後に２席の専用幼児用座席を装着した自転車であって、

一般社団法人自転車協会が定める自転車安全基準に適合した製品に表示されるＢＡＡ

マーク及び幼児２人同乗基準適合車マークが貼付されたものをいう。 

(3) 防犯登録 自転車の盗難防止を目的として義務付けられた自転車の登録をいう。 

(4) ＴＳマーク 自転車安全整備登録店において、自転車安全整備士（公益財団法人日本

交通管理技術協会が実施する自転車安全整備技能検定に合格した者をいう。）が点検整

備した自転車に貼付されるマークをいう。 

(5) 事業協力店 市内において自転車の小売（電子販売取引業及びリサイクル業を除く。）

を業とする事業者のうち、幼児２人同乗用自転車の販売、防犯登録及びＴＳマークの貼

付が可能な事業者であって、市長に自転車安全利用の促進の協力申出を行い、市に登録

されたものをいう。 

（交付対象者） 

第３条 助成金の交付対象者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。 

(1) 住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）に基づき本市の住民基本台帳に記録された者

であること。 

(2) 年齢が16歳以上の者であって、自らが２人以上の幼児を養育し、又は生計を一にして

いるこれらの幼児を同乗させるために幼児２人同乗用自転車を購入し、及び使用する

者であること。 

(3) 本人又は本人と同一世帯の者が、同様の助成を受けていないこと。 

(4) 市が主催する幼児２人同乗用自転車講習会に参加した者であること。 

(5) 本人及び本人と同一世帯の者が、市税を滞納していないこと。 

(6) 本人及び本人と同一世帯の者が、厚木市暴力団排除条例（平成23年厚木市条例第12



 

 

号）に規定する暴力団員に該当しないこと。 

（助成金の額） 

第４条 助成金の額は、幼児２人同乗用自転車購入費（幼児用ヘルメット２個に係る費用を

含む。）の２分の１の額（100円未満の端数がある場合は、その端数を切り捨てた額）と

し、16,000円を限度とする。ただし、１世帯につき１台分の助成を限度とし、中古品及び

転売品の購入費は、対象としない。 

（申請方法） 

第５条 助成金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、市が主催する幼

児２人同乗用自転車講習受講後14日以内に、幼児２人同乗用自転車購入費助成金交付申

請書（第１号様式）により、市長に申請しなければならない。 

（交付決定） 

第６条 市長は、前条の規定による申請があった場合において、速やかにその内容を審査し、

助成金の交付を承認するときは幼児２人同乗用自転車購入費助成金交付決定通知書（第

２号様式。以下「決定通知書」という。）により、承認しないときは幼児２人同乗用自転

車購入費助成金不交付決定通知書（第３号様式）により申請者に通知するものとする。こ

の場合において、その年度の申請に係る助成金の合計額が助成事業の予算の範囲を超え

るときは、抽選により交付の可否を決定するものとする。 

（幼児２人同乗用自転車の購入等） 

第７条 前条の規定による交付決定の通知を受けた申請者（以下「交付決定者」という。）

は、事業協力店に対して決定通知書を提示の上、幼児２人同乗用自転車を購入し、防犯登

録を済ませ、及びＴＳマークを取得するものとする。 

２ 交付決定者は、乗車の際、同乗させる幼児には必ずヘルメットを着用させ、交通法令を

遵守し、安全運転に心掛けなくてはならない。 

（助成金の請求) 

第８条 交付決定者は、市長が指定する日までに幼児２人同乗用自転車購入費助成金交付

請求書兼誓約書（第４号様式）に次に掲げる書類を添えて市長に請求しなければならない。

ただし、市長が特別の理由があると認めたときは、この限りでない。 

(1) 領収証（交付決定者の氏名が明記されているもの) 

(2) 製造メーカー保証書 

(3) 幼児２人同乗用自転車安全基準適合証明書（第５号様式） 

(4) 防犯登録甲カード 

(5) ＴＳマーク付帯保険加入書 

２ 市長は、前項の規定により請求書の提出があった場合において、その内容を審査し、第

６条の規定により交付を決定した助成金額に変更が生じたときは、変更した額を幼児２



 

 

人同乗用自転車購入費助成金交付額変更通知書（第６号様式）により交付決定者に通知す

る。 

３ 市長は、請求書が提出された日から30日以内に交付決定者が指定した口座へ助成金を

振り込むものとする。 

（交付決定の取消し等） 

第９条 市長は、助成金の交付を受けた者が、次の各号のいずれかに該当するときは、助成

金の交付決定の全部又は一部を取り消し、及び助成金の全部又は一部を返還させること

ができる。 

(1) 偽りその他不正の手段により助成金の交付決定又は交付を受けたとき。 

(2) 助成金の交付決定の内容及びこれに付した条件に反したとき。 

（事業協力店の登録資格） 

第10条 事業協力店の登録をしようとする事業者は、幼児２人同乗用自転車助成事業協力

店登録申込書（第７号様式）を市長に提出するものとする。 

（事業協力店の責務） 

第11条 事業協力店は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

(1) 交付決定者が第８条第１項第３号に掲げる書類を請求したときは、速やかに応じる

こと。 

(2) 市が主催する幼児２人同乗用自転車講習会に講師として協力すること。 

(3) その他市長がこの要綱の趣旨に反すると認める行為をしないこと。 

２ 市長は、事業協力店が前項に規定する事項に反する行為をした場合は、当該事業協力店

の登録を取り消すことができる。 

 

   附 則 

この要綱は、平成22年６月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成23年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成24年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成25年１月21日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成25年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成26年４月１日から施行する。 



 

 

   附 則 

この要綱は、平成29年10月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成31年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年６月30日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 


